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平成 29 年 12 月 11 日 

国土交通省住宅局 

建築指導課長 殿 

一般社団法人 住宅生産団体連合会                                   

建築規制合理化委員会  

    委員長 橋本英治 

 

建築関係法令の整備に関する要望書 

 

国土交通省住宅局建築指導課におかれましては、日ごろより、建築関係法令の整備と運用に関しご

尽力頂きありがとうございます。 

（一社）住宅生産団体連合会建築規制合理化委員会は、住宅関係法令のうち、早期の解決が望まれ

るものや、今後の良質な住宅ストック形成において重要であり、合理化すべきと考えられる事項を、

昨年来 会員団体より募り、以下 16項目に集約いたしました。 

 

1．「屋内階段、屋外階段」の改修について建築確認申請上の取扱い改善         

（増改築・建築基準法改正又は解釈の変更） 

2．高度な計算をともなわない軽微変更届の取扱い改善（手続き・施行規則改正）    

3．ＣＬＴ基準強度の整備（構造・告示整備）                     

4．木造耐火建築物における大規模建築物の定義見直し（防耐火・建築基準法改正）   

5．スプリンクラー（ＳＰ）設備による規制緩和の拡大（防耐火・建築基準法令改正） 

6．内装制限における木板張りの規制緩和（防耐火・内装制限） 

7．せっこうボードに張ることのできる内装材基準の明確化（防耐火・内装制限） 

8．ポリカーボネート製サンルーム屋根の実現（防耐火・飛び火構造） 

9．耐火構造大臣認定における薬剤処理強化せっこうボードの取扱い円滑化（防耐火・大臣認定） 

10．耐火構造の外壁合成大臣認定の合理化（防耐火・大臣認定） 

11．防耐火に関する大臣認定の告示化（防耐火・大臣認定） 

12．軒裏に係る大臣認定仕様の告示化（防耐火・大臣認定） 

13．スパンドレルへの風道設置で要求される性能の見直し（防耐火・防火区画・設備） 

14．自然排煙設備における排煙窓の材質規定の見直し（防耐火・設備）  

15．アルミ枠スチールドアの遮煙性能に対する運用の周知（防耐火・設備・大臣認定） 

16．特定行政庁が定める規定の一括表示と情報開示方法の標準化（行政手続きの合理化・単体規定）  

 

 

これらの課題の解決について、さらなるご尽力を頂きたくお願い申し上げます。 

  


